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研究成果の概要（和文）：持続可能な社会を創生していくためには、地域において学校を核とした連携・協働に
よる取組が必要である。そこで本研究では、地域との関わりを重視した教育プログラムの開発について検討し
た。初等中等教育と高等教育でのアクティブラーニングを連携させることで、両教育機関が所有する多職種のマ
ルチステークホルダーに所属する方々と、学習者が相互に交流することができる教育システムが構築できる。こ
こでは連携アクティブラーニング教育推進システムとして研修型（プロジェクト推進型）学習プログラムおよび
学びのコミュニティー形成型（講座運営型）学習プログラムを開発し、実践した。本報告はその取り組みについ
て示されている。

研究成果の概要（英文）：Creating a sustainable society requires initiatives through school-centered 
collaboration in each region. In this study, the author discussed the development of an educational 
program that puts emphasis on relations with local communities. By linking the active learning in 
elementary, secondary and higher education, it is possible to establish an educational system where 
“multi stakeholders with various staff positions present in educational institutions” and “
learners” can interact with each other. As a linked active learning promotion system, we developed 
and implemented a training-based (project promotion type) learning program and a learning community 
formation-type (course management type) learning program. This report describes those initiatives.

研究分野：工学教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
持続可能な社会を創生していくためには、地域において学校を核とした連携および協働による取組が必要であ
る。本研究ではその連携および協働についての具体的な教育実践が示されており、この点において学術的意義が
ある。また、高齢者施設との関わりや福祉に関するものづくり教育についても検討されており、社会的意義があ
る。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

平成２６年１１月の中央教育審議会総会において、高等教育の場で一般的となっているアク
ティブラーニングを、初等中等教育において主体性と協働を身に付けるための学習方法として
導入し充実させていくことが諮問された。 我が国の児童生徒は 2003 年、2006 年と PISA 順
位を下げたものの、 PISA2012 の結果において数学的リテラシー、読解力、科学的リテラシ
ーにおいて高い平均点を得るに至っている。しかしながら我が国の上位に位置する国はすべて
東アジアの国々である点は見逃せない。 急速な少子高齢化に対応し、天然資源に乏しい我が国
がこの状況下において成長を維持するには日本の人材力を一層強化し、イノベーション創出を
担う人材の育成が不可欠となる。そのためにも、初等中等教育や高等教育においてアクティブ
ラーニングを実践していくべきと考えられている。 

 

２．研究の目的 

持続可能な社会を創生していくためには、地域において学校を核とした連携・協働による取
組が必要である。その取組のひとつが地域と連携したアクティブラーニングであろう。現在、
初等中等教育および高等教育においてアクティブラーニングなる教育手法の強化が望まれてお
り、各々の教育機関でその実践が模索されている。申請者らはこれまでに地域を学びの場とし
た PBL 型の教育実践を通して地域の課題解決に取り組んできた。そこで、本研究はこれまで
の教育活動を発展させ、子供との関わりの中で大人と連携した学びのコミュニティーをつくり、
地域づくりを果たす取組を推進していくための教育システムを構築する。さらに、初等中等教
育と高等教育でのアクティブラーニングを連携させることで、両教育機関が所有する多職種の
マルチステークホルダーに所属する方々と、学習者（児童生徒および学生）が相互に交流する
ことができる教育システムを構築していく。 

 

３．研究の方法 

本研究で検討する連携アクティブラーニングを実践する教育システムでは、核となる連携ア
クティブラーニング教育推進システムとして研修型（プロジェクト推進型）学習プログラムお
よび学びのコミュニティー形成型（講座運営型）学習プログラムを企画し、実施する。同様に、
地域ステークホルダー運営システムでは、上述の各アクティブラーニングのテーマに関係する
協力者を集い、アクティブラーニングの活動を支援する地域連携について検討する。 
 
４．研究成果 
以下の３つに分けて地域社会を対象とした連携型アクティブラーニング教育システムの構築

について述べる。 
 

１） 連携アクティブラーニングで
活用できる教材の検討および
実践 

福祉系ものづくり講座として「高
齢者に使ってもらえるカップをデ
ザインする」をテーマに中学生から
大学生までを対象にした短期プロ
ジェクト講座の教育プログラムを
開発し実践した。工学設計過程にそ
ってプロジェクトを進めていくも
のであり，図１に示す５つのステー
ジから構成される。ステージ１から
ステージ２では問題発見トレーニ
ングとして、高齢者でも気がつかない潜在的要望を学習者に考えさせるために高齢者疑似体験
スーツや高齢者の動きを観察する場を設けたりする。特に高齢者の指や手全体の動きに少しで
も学習者が関心を持つように後述２）の高齢者施設訪問を実施している。また、その交流の場
では後述３）のペーパークラフト教材
を活用している。ステージ３からステ
ージ４では問題解決トレーニングと
してアイデア創出からプロトタイプ
製作を繰り返す。さらにステージ５と
してデザインしたカップを陶器に仕
上げることを「依頼」する体験を盛り
込んである。チーム活動で養うコミュ
ニケーション力に加えて、自らのアイ
デアを正確に第3者に伝えることの難
しさ学習者に気づかせる。アイデアを
スケッチすることの有効性について
学び、技術者として必要は俯瞰した考
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図１ 工学設計過程 

 
図２ 高校生対象の短期デザインプロジェク

ト（平成 28 年 8 月 22 日から 24 日、金沢工業

大学 7 号館） 

 



えをイラストにしたり、モノの詳細な部分を
説明するのにイラストを活用したりするこ
との必要性を学ぶ。 
また、大学生が高校生または中学生の短期

プログラム講座で実践している PBLのファシ
リテータとして参加することで共に学ぶ場
が構築されている。高校生との教育実践は平
成 28 年 8 月 22 日から 24 日の 3 日間、石川
県立工業高校デザイン科の生徒 8名に対して
行われた（図２）。中学生に対しては平成 29
年 3月 27日から 28日の 2日間および平成 30
年 3月 29 日から 30 日の 2日館、金沢市立泉
中学校の生徒、それぞれ 4名および５名に対
して行われた。中学生を対象にした講座にお
いて高校生の成果物を教材として活用する
ことで中学生と高校生の間接的な交流を実
施した。さらに、両者のそこでプロジェクト
に対する取り組みを違いも分かってきた。1
度目のプロトタイプ製作から２度目にプロ
トタイプ製作に対して高校生は再考したア
イデアをプロトタイプの反映されてくる傾
向にあることが分かった。 
 
２） 学びのコミュニティー構築として訪問

科学講座の検討 
 上述１）の高校生および中学生のプロジェ
クト活動において高齢者施設を訪問してい
る。この訪問先は金沢市にある「デイサービ
スセンター愛美住・横川」という施設である。
本学の大学生・高専生はこの施設を慰問し科
学講座を実施している（図４）。国立天文台
のデジタルコンテンツ 4D2U/Mitaka を活用し
た天体講座、ロボットセラピーとして
SONY/AIBO によるダンスショーを行っている。
大学生・高専生は常にこの施設において高齢
者と交流を重ね、この延長上に中学生・高校
生を施設に招く形でできるだけ自然が交流
を促進することに寄与している。 
 
３） 手指の動きの観察を意識して学べるペ

ーパークラフト教材についての検討 
 上述１）の高校生および中学生の高齢者施
設の訪問は、高校生・中学生がプロジェクト
活動においてはユーザに寄り添ったデザイ
ンができるようという考えから実施してい
る。その交流に持ち込んでいるのがペーパークラフトである（図５）。高齢者と生徒が一緒なっ
て作りあげていくもので、生徒はこの製作活動を通して高齢者の身体能力についてより深く考
えることを促進している。 
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図３ 中学生対象の短期デザインプロジェ

クト（平成 29 年 3 月 27 日から 28 日、金

沢工業大学 7 号館） 

 

 
図４ 大学生・高専生による高齢者施設で

の科学講座実施の様子（平成 28 年 11 月 12

日、金沢市・デイサービスセンター愛美住・

横川） 

 

 
図５ 高齢者施設の交流にペーパークラフ

トの活用している様子平成 28 年 8 月 22

日、金沢市・デイサービスセンター愛美住・

横川） 
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